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①耐震化が必要な建築物の延床面積　（平方メー
トル）×50,300円
②免震工法等特殊な工法による耐震改修又は大規
模な地震が発生した時にその利用を確保するた
め、通常の1.25倍以上の耐震性を確保する必要が
あると市町村が認める建築物に係る耐震改修の場
合は、①にかかわらず、耐震化が必要な建築物の
延床面積（平方メートル）×82,300円
③免震工法等特殊な工法による建替工事にあって
は、耐震化が必要な建築物の延床面積　（平方
メートル）×32,000円を限度として①に加算する
ことができる。（ただし、免震工法等特殊な工法
及び建替えのために要する経費で知事が必要と認
めたものに限る。）

補助対象限度額の４分の１以内の額とする。
ただし、要安全確認計画記載建築物（防災拠点）
及び要安全確認計画記載建築物（市町村指定緊急
輸送道路等沿道）にあっては補助対象限度額の４
分の１以内の額かつ当該市町村の負担する額以内
の額とする。

補助対象限度額の４分の１以内の額かつ当該市町
村の負担する額以内の額とする。

補助対象限度額の５分の１以内の額かつ当該市町
村の負担する額以内の額とする。
ただし、要緊急安全確認大規模建築物にあって
は、６分の１以内の額かつ当該市町村の負担する
額以内の額とする。

補助金の額
（注２）

補助要件

次に掲げる事項の全てに該当するもの

①対象となる建築物は次に掲げる要件に該当するものであること。
（１）耐震診断の結果「倒壊の危険性がある」と判断されたものであること。
（２）地震に対して安全な構造とする旨の特定行政庁による勧告又は耐震改修促進法に基づく指導
　　　を受けたものであって、建築基準法（昭和25年法律第201号）に基づく耐震改修に係る命令
      を受けていないものであること。
②要緊急安全確認大規模建築物にあっては、市町村が地域防災計画に避難所等として位置付けている又
は位置付けられることが確実なものであること。

③要安全確認計画記載建築物（防災拠点）にあっ
ては、大規模な地震が発生した場合においてその
利用を確保する構造（注５）となるものに限る。

「建築物の耐震診断及び耐震改修の実施について
技術上の指針となるべき事項」（平成18年1月25日
国土交通省告示第184号）に基づき実施する耐震診
断であること。

補助対象限度額
（注１）

補助事業名

補助事業者

対象となる建築物の耐震化に必要な耐震改修又は
建替工事等に要する経費

③耐震改修又は建替の結果により、地震に対して
安全な構造となるもの。ただし、要安全確認計画
記載建築物（防災拠点）にあっては、大規模な地
震が発生した場合においてその利用を確保する構
造（注５）となるものに限る。

耐震改修費補助事業

補助対象経費 要安全確認計画記載建築物の耐震診断に要する経費
対象となる建築物の耐震化のための計画の策定に
要する経費

耐震診断費補助事業 耐震改修設計費補助事業

市町村

①面積1,000 ㎡以内の部分は3,600円／㎡以内
  面積1,000 ㎡を超えて2,000 ㎡以内の部分は
1,540 円／㎡以内
  面積2,000 ㎡を超える部分は1,030円／㎡以内
ただし、設計図書の復元、第三者機関（注３）の
評定等の通常の耐震診断に要する費用以外の費用
を要する場合は154万円を限度として加算すること
ができる。

耐震改修費補助事業の補助対象限度額に設計料率
（注４）を乗じた額

①耐震化が必要な建築物の延床面積　（平方メー
トル）×50,300円
②免震工法等特殊な工法による耐震改修又は大規
模な地震が発生した時にその利用を確保するた
め、通常の1.25倍以上の耐震性を確保する必要が
あると市町村が認める建築物に係る耐震改修の場
合は、①にかかわらず、耐震化が必要な建築物の
延床面積（平方メートル）×82,300円
③免震工法等特殊な工法による建替工事にあって
は、耐震化が必要な建築物の延床面積　（平方
メートル）×32,000円を限度として①に加算する
ことができる。（ただし、免震工法等特殊な工法
及び建替えのために要する経費で知事が必要と認
めたものに限る。）

補助対象限度額の４分の１以内の額とする。
ただし、要安全確認計画記載建築物（防災拠点）
及び要安全確認計画記載建築物（市町村指定緊急
輸送道路等沿道）にあっては補助対象限度額の４
分の１以内の額かつ当該市町村の負担する額以内
の額とする。

補助対象限度額の４分の１以内の額かつ当該市町
村の負担する額以内の額とする。

補助対象限度額の５分の１以内の額かつ当該市町
村の負担する額以内の額とする。
ただし、要緊急安全確認大規模建築物にあって
は、６分の１以内の額かつ当該市町村の負担する
額以内の額とする。

補助金の額
（注２）

補助要件

次に掲げる事項の全てに該当するもの

①対象となる建築物は次に掲げる要件に該当するものであること。
（１）耐震診断の結果「倒壊の危険性がある」と判断されたものであること。
（２）地震に対して安全な構造とする旨の特定行政庁による勧告又は耐震改修促進法に基づく指導
　　　を受けたものであって、建築基準法（昭和25年法律第201号）に基づく耐震改修に係る命令
      を受けていないものであること。
②要緊急安全確認大規模建築物にあっては、市町村が地域防災計画に避難所等として位置付けている又
は位置付けられることが確実なものであること。

③要安全確認計画記載建築物（防災拠点）にあっ
ては、大規模な地震が発生した場合においてその
利用を確保する構造（注５）となるものに限る。

「建築物の耐震診断及び耐震改修の実施について
技術上の指針となるべき事項」（平成18年1月25日
国土交通省告示第184号）に基づき実施する耐震診
断であること。

補助対象限度額
（注１）

補助事業名

補助事業者

対象となる建築物の耐震化に必要な耐震改修又は
建替工事等に要する経費

③耐震改修又は建替の結果により、地震に対して
安全な構造となるもの。ただし、要安全確認計画
記載建築物（防災拠点）にあっては、大規模な地
震が発生した場合においてその利用を確保する構
造（注５）となるものに限る。

耐震改修費補助事業

補助対象経費 要安全確認計画記載建築物の耐震診断に要する経費
対象となる建築物の耐震化のための計画の策定に
要する経費

耐震診断費補助事業 耐震改修設計費補助事業

市町村

①面積1,000 ㎡以内の部分は2,060円／㎡以内
  面積1,000 ㎡を超えて2,000 ㎡以内の部分は
1,540 円／㎡以内
  面積2,000 ㎡を超える部分は1,030円／㎡以内
ただし、設計図書の復元、第三者機関（注３）の
評定等の通常の耐震診断に要する費用以外の費用
を要する場合は154万円を限度として加算すること
ができる。

②要安全確認計画記載建築物（県指定緊急輸送道
路等沿道）及び要安全確認計画記載建築物（市町
村指定緊急輸送道路等沿道）については知事が特
に必要と認める場合に限り、表３に定める額とす
る。

耐震改修費補助事業の補助対象限度額に設計料率
（注４）を乗じた額

補助要件

補助対象限度額
（注１）

補助事業名

補助対象限度額の５分の１以内の額とする。

緊急輸送道路等沿道建築物除却事業

「建築物の耐震診断及び耐震改修の実施について
技術上の指針となるべき事項」（平成18年1月25日
国土交通省告示第184号）に基づき実施する耐震診
断であること。

対象となる建築物は次に掲げる要件に該当するものであること。
（１）要安全確認計画記載建築物（防災拠点を除く。）であること。
（２）市町村長が緊急輸送道路の通行の確保のため必要と認め、所有者から当該市町村へ寄付をされた建築物であること。
（３）当該建築物に対して当該市町村の所有権以外の権利が附されていないもの、及び当該敷地に対して当該市町村の所有権又は借地権以外の
      権利が附されていないもの。

次に掲げる事項の全てに該当するもの

対象となる建築物は次に掲げる要件に該当するものであること。
（１）耐震診断の結果「倒壊の危険性がある」と判断されたものであること。
（２）地震に対して安全な構造とする旨の特定行政庁による勧告又は耐震改修促進法に基づく
      指導を受けたものであって、建築基準法（昭和25年法律第201号）に基づく耐震改修に
      係る命令を受けていないものであること。

要安全確認計画記載建築物の耐震診断に要する経費 対象となる建築物の除却の計画策定に要する経費 対象となる建築物の除却に要する経費

①面積1,000 ㎡以内の部分は3,600円／㎡以内
  面積1,000 ㎡を超えて2,000 ㎡以内の部分は
1,540 円／㎡以内
  面積2,000 ㎡を超える部分は1,030円／㎡以内
ただし、設計図書の復元、第三者機関（注３）の
評定等の通常の耐震診断に要する費用以外の費用
を要する場合は154万円を限度として加算すること
ができる。

対象となる建築物の除却に要する経費の限度額に
設計料率（注４）を乗じた額

対象となる建築物の
延床面積（平方メートル）×50,300円
ただし、住宅（マンションを除く。）にあっては
延床面積（平方メートル）×33,500円
マンションにあっては
延床面積（平方メートル）×49,300円

補助対象経費

補助金の額
（注２）

補助対象限度額の４分の１以内の額とする。 補助対象限度額の４分の１以内の額とする。

補助要件

補助対象限度額
（注１）

補助事業名

補助対象限度額の５分の１以内の額とする。

緊急輸送道路等沿道建築物除却事業

「建築物の耐震診断及び耐震改修の実施について
技術上の指針となるべき事項」（平成18年1月25日
国土交通省告示第184号）に基づき実施する耐震診
断であること。

対象となる建築物は次に掲げる要件に該当するものであること。
（１）要安全確認計画記載建築物（防災拠点を除く。）であること。
（２）市町村長が緊急輸送道路の通行の確保のため必要と認め、所有者から当該市町村へ寄付をされた建築物であること。
（３）当該建築物に対して当該市町村の所有権以外の権利が附されていないもの、及び当該敷地に対して当該市町村の所有権又は借地権以外の
      権利が附されていないもの。

次に掲げる事項の全てに該当するもの

対象となる建築物は次に掲げる要件に該当するものであること。
（１）耐震診断の結果「倒壊の危険性がある」と判断されたものであること。
（２）地震に対して安全な構造とする旨の特定行政庁による勧告又は耐震改修促進法に基づく
      指導を受けたものであって、建築基準法（昭和25年法律第201号）に基づく耐震改修に
      係る命令を受けていないものであること。

要安全確認計画記載建築物の耐震診断に要する経費 対象となる建築物の除却の計画策定に要する経費 対象となる建築物の除却に要する経費

①面積1,000 ㎡以内の部分は2,060円／㎡以内
  面積1,000 ㎡を超えて2,000 ㎡以内の部分は
1,540 円／㎡以内
  面積2,000 ㎡を超える部分は1,030円／㎡以内
ただし、設計図書の復元、第三者機関（注３）の
評定等の通常の耐震診断に要する費用以外の費用
を要する場合は154万円を限度として加算すること
ができる。

対象となる建築物の除却に要する経費の限度額に
設計料率（注４）を乗じた額

対象となる建築物の
延床面積（平方メートル）×50,300円
ただし、住宅（マンションを除く。）にあっては
延床面積（平方メートル）×33,500円
マンションにあっては
延床面積（平方メートル）×49,300円

補助対象経費

補助金の額
（注２）

補助対象限度額の４分の１以内の額とする。 補助対象限度額の４分の１以内の額とする。



表３ 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

延べ床面積（Ａ）（単位：㎡）
Ａ＜1,000
1,000≦Ａ

補助金額（単位：円）
3,500×Ａ
2,500,000＋1,000×Ａ


